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高齢者福祉①

特別養護老人ホーム入所希望者数と整備数

特別養護老人ホームは平成２０年度末からの６年間で約１，５００人の定員増をしており、
なるべく早く入所したい人は、約３，５００人となっている。

６年間に約１,５００人の定員増

出典：健康福祉局調べ

平成２１年４月 平成２２年４月 平成２３年４月 平成２４年４月 平成２５年４月 平成２６年４月

なるべく早く入所したい ４，０６７人 ４，２４６人 ４，５０５人 ４，１４２人 ３，９１５人 ３，５５１人

い ず れ 入 所 し た い １，０６７人 １，１２４人 １，２２６人 １，４５３人 １，４１３人 １，３７６人

合 計 ５，１３４人 ５，３８６人 ５，７３１人 ５，５９５人 ５，３２８人 ４，９２７人

特別養護老人ホーム入所希望者

特別養護老人ホーム整備数

平成２０年度末 平成２１年度末 平成２２年度末 平成２３年度末 平成２４年度末 平成２５年度末 平成２６年１０月

定 員 数 ２，５７８人 ２，５８６人 ２，９６４人 ３，２０２人 ３，２０２人 ３，８１５人 ４，１０８人
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高齢者福祉②

死亡場所別の死亡者内訳

最期に医療機関等で亡くなる方の割合は、死亡者総数の約８割となっており、年々増えて
いる。今後の高齢者人口の増加から、看取りまでの住まい方を考える必要がある。

出典：川崎市健康福祉年報

医療機関等

7,397 人

介護老人

保健施設

85人

老人ホーム

432人
自宅

1,557人

その他

245人

死亡場所別の死亡数（平成24年）

９，７１６人

最期に医療機関で亡くなる方は
約８割
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高齢者福祉③

認知症高齢者数の推計

認知症高齢者は、今後も増加することが見込まれており、住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができる医療と介護の連携や地域の仕組みづくりを考える必要がある。

平成22（2010）年の 「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ（※）以上の高齢者数は 280万人
※本推計では、要介護認定申請を行っていない認知症高齢者は含まれない
※日常生活自立度Ⅱとは、日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰かが注
意すれば自立できる状態

将来推計
平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025年）

認知症生活

自立度Ⅱ以
上

22,500 29,900 36,500 43,600

9.5% 10.2% 11.3% 12.8%

【日本全体の将来推計】

【川崎市の将来推計】

単位：万人

単位：人

※下段は６５歳以上人口に対する比率

※下段は６５歳以上人口に対する比率

（厚生労働省ＨＰより抜粋）

出典：川崎市の将来人口推計に国の認知症高齢者割合を乗じて算出

１５年後には１．９倍
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高齢者福祉④

介護人材の確保

高齢化の進行に伴い、今後も介護サービス需要の増大が見込まれる中、介護人材（介護
福祉士など）の確保対策・定着支援を進める必要がある。

約３６０万人
以上が必要

介護職員の
離職率は
低下傾向だが
全体を上回る
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障害者福祉①

障害児・者数の推移

障害児・者数は、年々増加傾向にあり、この１０年間で約１．５倍に増えており、障害児・者
の自立に向けた就労支援や自宅で暮らす生活支援の仕組みづくりを考える必要がある。

26,515 27,667 28,937 30,047 31,142 32,153 32,898 33,993 34,762 35,685 

5,132 5,483 5,811 6,098 6,425 6,803 7,200 7,542 7,867 8,207 

3,621 
4,330 4,415 4,996 5,602 6,081 6,856 7,569 8,188 8,843 

35,268 
37,480 39,163 41,141 43,169 45,037 

46,954 49,104 50,817 52,735 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

（人）
障害児・者の推移 身体 知的 精神

出典：川崎市健康福祉年報、健康福祉局調べ
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障害者福祉②

障害者の雇用と就労の促進

民間企業の障害者実雇用率は増加傾向にあるが、国の法定雇用率を下回る状況にあり、
障害者の働く意欲を実現できる「障害者雇用・就労促進」に向けた取組が必要である。

出典：川崎市障害者雇用・就労促進行動計画

法定雇用率は、1.8% 2.0%に引き上げ
（民間企業、平成25年4月1日）

2,367 
2,558 

3,256 3,441 3,586 3,631 

1.57 

1.65 1.66 

1.61 

1.69 

1.73 

1.50

1.55

1.60

1.65
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1.80
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500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年

（％）（人）

障害者雇用数と実雇用率の推移

障害者雇用数 市管区内実雇用率
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障害者福祉③

重度障害者の増加

身体障害者手帳の１・２級や療育手帳の障害程度Ａなどの重度の障害者は、今後も増加
することが見込まれており、医療費やサービス給付費などの増加も見込まれる。

出典：川崎市健康福祉年報、健康福祉局調べ平成25年10月から 精神障害者手帳１級も対象に拡充

16,189 
16,606 

16,973 
17,280 

17,620 
18,260 

2,360 

2,632 2,581 2,607 
2,666 

2,687 

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2,800

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500
（百万円）（人） 重度障害者医療費助成制度の推移
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障害者福祉④

高齢化する障害者

障害を持つ６５歳以上の高齢者は年々増加傾向にあり、介護をしていた親や兄弟が亡く
なった際や介護者の負担軽減に向けた取組を進めていく必要がある。

出典：健康福祉局調べ

19,125 

20,049 
20,631 

21,609 

22,515 

178 186 196 197 224 

769 
905 985 1,069 1,158 

0

500

1,000

1,500

2,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（人）
（人）

６５歳以上の障害者の推移

身体 知的 精神

精神障害者は５年間で１．５倍
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生活保護

生活保護受給世帯と保護費の推移

景気の動向等から生活保護受給者が増加しており、特に、高齢化の進展に伴い「高齢者
世帯」が大きく増加していることから、その対応が必要となる。

出典：川崎市健康福祉年報、健康福祉局調べ

6.2 6.7 6.7 7.1 7.5 7.9 8.6 9.2 9.5 10.1 10.6 

2.4 2.5 2.7 2.6 2.5 2.5 
3.2 

4.2 4.7 4.9 5.1 

15.4 16.2 16.7 17.1 17.4 17.8 
19.6 21.5 

22.7 
23.5 24.0 

403 420 
428 434 433 

445 

493 

541 
567 

582 586 

300
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500
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600

0
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15
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25

30

（億円）（千世帯）

生活保護世帯数と保護費の推移

高齢者世帯 母子世帯 傷病世帯 障害者世帯 その他世帯 生活保護費

高齢者世帯は１１年間で約１．７倍に増加

生活保護費は
約５年間で１．２倍
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地域福祉①

若い世代との交流への参加意向と交流のための必要条件

高齢者の若い世代との交流への参加意向は、約６割が“参加したい”との意向であり、、交
流を促進するためには、「交流の機会の設定」が必要と考える人が最も多くなっている。

出典：平成２５年度高齢者の地域社会への参加に関する意識調査（内閣府）

31.7

28.9

26.9

23.2

19.4

16.3

10.1

1.6

18.0 

0 10 20 30 40

交流機会の設定

高齢者が参加したくなる

ための交通機関の整備など

世代間交流の世話役

的リーダーの存在

学校や老人福祉施設など

公共施設の併設、開放

若い世代からの働きかけ

世代間交流の意義・重要性

についての広報・啓発

若い世代のゆとりの拡大

その他

わからない

（％）
世代間交流推進のための必要条件

16.1 

13.5 

8.1 

51.4 

43.7 

33.6 

22.2 

25.6 

24.7 

8.2 

15.0 

29.8 

2.1 

2.1 

3.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

６０歳代

７０歳代

８０歳以上

（％）

若い世代との交流への参加意向
積極的に参加したい できるかぎり参加したい あまり参加したくない

全く参加したくない わからない

６７．５％

５７．２％

４１．７％
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地域福祉②

保健や福祉に関する情報はどこから入手しているか

保健や福祉に関する情報の入手先は「市の広報」が最も多くなっている。また、入手先とし
て、「インターネットのホームページ」は若い世代で多く、「新聞・テレビ」や「町内会・自治会
の回覧板」は世代が進むにつれて増えていく傾向が見られる。

出典：川崎市地域福祉実態調査
（平成２５年）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

市の広報

インターネットのホームページ

新聞・テレビ

町内会・自治会の回覧板

（％）

保健や福祉の情報を入手している先

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳以上
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地域福祉③

今後、地域福祉を進めていくために市民が取り組むべきこと

今後、地域福祉を進めていくため必要な市民の取り組みとして、「住民同士の助け合いの
意識を向上させること」が最も多く４３．７％となっている。

43.7 

33.6 

30.9 

25.7 

23.3 

2.2 

5.7 

9.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

住民同士の助け合いの意識を向上させること

家族以外の人で、身近に困りごとなどを相談

できる人を増やすこと

情報が集まる場をつくること

ボランティアや地域で活動する人を増やすこと

住民同士が話し合いの機会をつくること

その他

特に取り組むべきことはない

無回答

（％）
地域福祉を推進に向け、市民が取り組むべきこと

出典：川崎市地域福祉実態調査
（平成２５年）

-12-



保健・医療①

生活習慣病の予防対策

がん・心疾患・脳血管疾患などの生活習慣病の改善に向け、日頃からの主体的な健康づく
りを進める必要がある。

出典：厚生労働省ＨＰ
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保健・医療②

がん検診の受診率の推移

死因として最も多い「がん」の早期発見に向け、検診受診率をさらに向上させる必要がある。

出典：川崎市健康福祉年報、健康福祉局調べ

20.9 
（肺がん）

21.1
（大腸がん）

9.4 
（胃がん）

21.6 （子宮がん）

19.1
（乳がん）

0.0
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10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年

（％）

がん検診の受診率の推移
肺がん 大腸がん 胃がん 子宮がん 乳がん
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保健・医療③

医療の提供体制

本市の医療施設は、平成24年10月現在で一般病院３７施設９，３９１床となっており、救急
病院は２４施設となっている。医療提供は、患者のニーズに応じ、一次（診療所等）、二次
（病院・救急病院）、三次（救急救命センター等）の医療機関として機能が分化されている。

出典：川崎大都市比較年表表（平成２４年）
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保健・医療④

救急搬送に占める高齢者の割合

救急搬送される患者のうち、６５歳以上の高齢者は約５割を占めており、今後、高齢者が
増加するなか、救急搬送のより一層の円滑化を進める必要がある。

救急医療の円滑な流れ

5,140 5,594 5,435 5,500 5,491 5,428 

22,542 22,246 22,371 22,863 23,728 22,965 

3,475 3,631 3,609 3,630 3,802 3,843 
8,148 8,236 8,891 9,626 10,210 10,296 

9,225 9,879 11,180 12,292 12,867 13,870 
48,530 49,586 51,486 53,911 

56,098 56,402 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
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年齢別の搬送人員
０～１７歳 １８～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上

４９．７％

出典：川崎市消防年報、川崎市地域医療計画
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